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式会社による SUPREME やスマートフォン地震計等の記録を試験的に統合した。 
 
(b) MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定（防災科研が実施） 













(d) MeSO-net 観測点～サテライト観測点群間の揺れデータ伝送技術の開発 
（株式会社東芝が実施） 
MEMS センサを搭載した揺れデータ伝送無線機を試作するとともに、室内での動作試
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3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
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首都圏に約 300 カ所存在する MeSO-net データの受信・蓄積・監視システムの高度化を
進めた。また、MeSO-net のホームページを作成し、地震データのダウンロードを可能に
した。観測点の維持管理においては、障害ごとに個別対応を行った。さらに、地権者の都

























































 MeSO-net について一般に広く認識してもらうため、ホームページを作成し（図 2）公
開した。構成は 




の 4 項目からなっている。波形画像では，各観測点における各成分 1 時間分の連続波形を
最新から 3 ヶ月間表示できる。また、波形データダウンロード項目では，防災科研が MeSO-






















機器類の修理を 4 件実施した。 
東京都大田区にある E.OMRM 観測点は設置
している学校の都合により撤去した（データダ
ウンロード可能期間は 2018 年 9 月まで）。こ
れに伴って、隣接の学校に N.KGHM 観測点を
新設した（データダウンロード可能期間は


































  なし 
 
2)学会誌・雑誌等における論文掲載 
  なし 
 
3)マスコミ等における報道・掲載 












(3) 平成３1 年度業務計画案 





3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
3.2.2   マルチデータインテグレーションシステム開発の検討 












   MeSO-net による高密度地震観測データと基盤的地震観測網による強震観測データ
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平成 30 年度は、以下の業務を実施した。 
・MeSO-net による高密度地震観測データと基盤的地震観測網による強震観測データを
受信し統合管理するシステムを開発した。 










防災科研が運用してきた K-NET/KiK-net のデータと MeSO-net のデータを合わせて活用
することが効果的である。平成 29 年度に開発に着手した MeSO-net データの受信・前処





3）で述べるように、本システムでは MeSO-net や K-NET/KiK-net に加えて、民間企業等
によるデータやスマートフォン地震計によるデータ等も合わせて管理可能にしている。 
 
図 1 地震波形データ及び強震動指標の統合管理システムの概要。 
 
 このように複数のデータセットを統合して管理することにより、その後の解析等が容易









 MeSO-net の各観測点では、首都圏における人工ノイズを低減するために地下 20m に地震
計を設置している。一方で、地表における地震動を評価するためには地下で得られたデー















SUPREME の各観測点から最も近い MeSO-net や K-NET/KiK-net の観測データを基準として、





図 3 MeSO-net による観測波形を基準とした SUPREME の観測データの時刻補正。 
 


































(c) 結論ならびに今後の課題  
マルチデータインテグレーションシステムに関する技術開発として、MeSO-net による
高密度地震観測データと基盤的地震観測網による強震観測データを受信し統合管理するシ




サブテーマ（２）b による地中から地表の伝達関数や S 波速度構造等を用いて、地表地震


















































































3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
3.2.2 マルチデータインテグレーションシステム開発の検討 






増幅特性の評価や地盤の S 波速度構造の推定を行う。 
 
(b) 平成３０年度業務目的 




調達および地震観測を MeSO-net 観測点（56 地点）で実施する。 
 
(c) 担当者 
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・MeSO-net 地震計と同じセンサー特性を持つ 3 成分地震計兼微動観測機器を購入し、






1) MeSO-net 観測点における微動アレイ観測および解析 
a) 微動アレイ観測 
MeSO-net 地震計と同じセンサー特性を持つ 3 成分地震計兼微動観測機器（JU410）を
購入した。それらを用いて、対象となる MeSO-net 観測点 293 地点のうち、昨年度実施し
ていなかった千葉，東京，埼玉，神奈川および山梨の各都県内に設置されている計 187 地
点について微動アレイ観測を実施した（図 1）。図 2 に示すように、アレイ半径 60cm の 4
点極小アレイと１辺 10m 前後程度の 3 点不規則アレイを展開し、同時に 15 分間程度の観




図 1 H.30 年度の極小・不規則アレイ微動観測実施地点（187 地点；桃色○） 
 
図 2 極小・不規則アレイ微動観測における微動計設置方法 
 
b) 観測結果の解析 
極小・不規則アレイ微動観測結果に対し、SPAC 法 1)および CCA 法 2)を用いて位相速
度解析を実施した。その上で、AVS30 等の増幅特性の抽出(C40)3)、分散曲線の直接深度







図 3 極小・不規則アレイ微動観測記録の解析結果例（S 波速度構造；H.30 年度地表地
震観測実施地点) 
 
2) MeSO-net 観測点における地表地震観測および増幅特性の推定 
a) 地表地震観測 
 地表地震観測は、対象となる MeSO-net 観測点 293 地点のうち茨城県内の 15 地点およ
び千葉県内の 41 地点の計 56 地点について実施した（図 4）。観測期間は 1 地点あたり 2～
3 ヶ月とし、1 期で 14 地点ずつ観測し、計 4 期で実施した。 




ング周波数を 200Hz、レンジを JU310 については±1.0G、JU410 については±4.0G とし
た。 
b) 地表地震記録の取得および地中～地表における増幅特性の推定 
図 4 に示す各地震観測地点において地表および地中で記録が得られた地震の諸元を表 1
に示す。 











した。表 2 では、比較的軟弱な後背湿地や三角州などで概ね 0.5～1.0 の範囲内である一方
19 
 
で、比較的固いローム台地で 1.0 を超える地点が比較的多くみられることは特徴的である。 
 











表 1 H.30 年度地震観測地点の地表および地中地震計で記録された地震の諸元 
 
 
図 6 H.30 年度地震観測実施地点における地中から地表までの増幅特性（青実線；NS 成








origin time Lat.(deg.) Lon.(deg.) depth(km) Mj epicenter name
20180517 12:12:31.7 35.715 140.730 52 5.3 northeast of Chiba
20180617 15:27:21.8 36.455 139.172 14 4.6 south of Gunma
20180707 20:23:48.9 35.165 140.592 57 6 off east coast of Chiba
20180731 17:42:20.2 37.155 141.228 21 5.8 off Fukushima
20180905 05:11:19.9 36.475 141.337 60 5.5 off Ibaraki
20180914 14:35:24.2 36.740 140.608 7 4.9 north of Ibaraki
20181127 08:33:51.1 36.072 139.863 44 5 south of Ibaraki
20181208 10:54:02.5 37.030 141.343 50 5 off Fukushima
20181212 17:49:56.1 36.447 140.578 56 4.3 north of Ibaraki
20190118 21:46:25.1 35.920 140.432 54 5.3 south of Ibaraki
20190206 17:26:17.7 36.018 139.900 41 3.6 south of Ibaraki
20190220 20:24:56.4 36.070 139.853 43 3.7 south of Ibaraki
21 
 




(c) 結論ならびに今後の課題  







震観測については、次年度も引き続き 80 地点程度で実施する予定である。 
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Under Surface S-U Under Surface S-U
20180517 12:12:31.7 52 5.3 northeast of Chiba 1st 1.41 2.33 0.92 1.34 2.10 0.76
20180617 15:27:21.8 14 4.6 south of Gunma 1st 1.37 2.27 0.90 0.88 1.56 0.68







origin time depth(km) Mj epicenter name
Under Surface S-U Under Surface S-U Under Surface S-U Under Surface S-U
20181127 08:33:51.1 44 5 south of Ibaraki 3rd 1.31 2.24 0.93 0.82 2.19 1.37 1.53 2.42 0.89 1.19 2.52 1.33
20181208 10:54:02.5 50 5 off Fukushima 3rd 0.66 1.64 0.98 0.02 1.53 1.51 0.87 1.75 0.88 0.47 1.80 1.34
20181212 17:49:56.1 56 4.3 north of Ibaraki 3rd 0.18 1.16 0.97 -0.19 1.30 1.49 1.21 2.47 1.27 0.54 1.84 1.31
0.96 1.46 1.01 1.32
E.U1CM
地中（深さ２０ｍ）から地表の震度増分 計測震度増分（平均） 計測震度増分（平均） 計測震度増分（平均） 計測震度増分（平均）
term
E.SSSM E.SRTM E.TSRM
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(3) 平成３１年度業務計画案 







3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
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 2) モニターからの問い合わせ対応ならびに運用状況の把握を行った。 
 3) 計測データ情報の集約及び API による外部提供を行う仕組みの構築を行った。 
 4) 開発した治具プロトタイプを用いた加振実験を実施した。 
※なお、サーバ負荷試験は上記 4 業務を優先し、次年度での繰越実施とした。 
 
 (b) 業務の成果 
1) 新規観測参加者の募集 
 募集は次の URL に示すエントランス・ウェブサイトで常時実施している。 
https://www.jishincheck.com 










2019 年 3 月 20 日現在の稼働数は配布 76 台中、24 台（35%）となっている。 
 
図１ 2019 年度旬別稼働状況グラフ 
 
c) ユーザーからの意見集約 
2019 年 3 月時点で設置しているモニターを対象にアンケートを依頼した。 





 2018 年度の設置状況は以下の表１．表２．のとおり 32 台設置した。 
なお、設置状況は申込時 web から入力された情報により把握している。 
 
    表１．建物構造 
 
     表２．全棟数分の木造棟数の建築年 
 
建物構造 2017年度 2018年度 通年
RC造 15 16 31
鉄骨造 9 1 10
木造 20 15 35
合計 44 32 76
建築年 2017年度 2018年度 通年
1980年以前 3/3 1/2 4/5
1981～1990年 3/7 4/6 7/13
1991～2000年 7/16 2/4 9/20
2001～2010年 4/12 5/13 9/25
2011年以降 3/6 3/6 6/12
不明 0/0 0/1 0/1
合計 20/44 15/32 35/76
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既存の icomi.geonavi.com のデータを API 搭載サーバに移行することによって、スマート
フォン地震計のデータをより広く活用できる。以下に API の目次を図２に示す。 
 










































 モニターを募集しての観測を昨年度に引き続いて実施し、2019 年 3 月 20 日現在、ユ












 (d) 引用文献  
1) 藤原広行・東宏樹・内藤昌平・先名重樹・中村洋光・はお憲生・吉田稔・結城昇・平山
義治，センサークラウド技術を用いた建物の地震応答情報共有システム，日本地震工学
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3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
3.2.2 マルチデータインテグレーションシステム開発の検討 














   サテライト観測技術を検証するために、揺れデータ伝送無線機の試作機を複数製作
し MeSO-net 観測点の周辺での試験観測に着手する。 
 
(c) 担当者 
所属機関 役職 氏名 























して、省電力無線マルチホップネットワーク(LPMN: Low Power Multihop Network)を採用






図１ LPMN システム構成 
 
LPMN は、10 分に 1 度程度の通信であれば、電池で 10 年以上駆動できる。LPMN では自律
的に時刻を分けて無線通信する時分割通信方式を採用し、通信していない時間帯はスリー
プして消費電力を落とす。例えば、上述の揺れの測定結果を最大加速度のような特徴量に


























































































































(d) 引用文献  
1) 長久保, 金, 工藤, 佐方, “省電力高信頼無線マルチホップネットワークにおける大
容量データ伝送方式,” 2018 年電子情報通信学会総合大会, B-5-104, 2018. 
2) “MPU-9250 |TDK,”  <https://www.invensense.com/products/motion-tracking/ 9-




















































3.2  官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備 
3.2.2 マルチデータインテグレーションシステム開発の検討 
















 神奈川県温泉地学研究所と連携し MeSO-net 等から得られたデータを元にして、首都圏
および伊豆地方のプレート構造および 3 次元減衰構造を求める。2 次元階層的時空間 ETAS
モデルを高度化し、3 次元階層的時空間 ETAS モデルのプロトタイプの開発を行うととも






所属機関 役職 氏名 
東京大学地震研究所 准教授 酒井慎一 
東京大学地震研究所 准教授 鶴岡 弘 
東京大学地震研究所 准教授 長尾大道 
東京大学地震研究所 准教授 加藤愛太郎 
東京大学地震研究所 特任助教 熊澤 貴雄 
東京大学地震研究所 特任研究員 石瀬 素子 
東京大学地震研究所 特任研究員 尾形良彦 
東京大学地震研究所 特任研究員 中村亮一 
東京大学地震研究所 技術職員 佐伯 綾香 








圏および伊豆地方のプレート構造および 3 次元減衰構造を求める。 
2) 2 次元階層的時空間 ETAS モデルを高度化し、3 次元階層的時空間 ETAS モデルのプロ
トタイプを開発する。 






















図１  本解析で使用する地震（1877 地震）および観測点（500 観測点）分布図。 
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地震は、先行プロジェクトで震源決定された地震（2010 年 12 月から 2016 年 4 月）か
ら、震源決定精度の高い 1877 地震を選別した。観測点については、地中に設置されてい
る全ての MeSO-net 観測点を使用する（296 点）。加えて、対象領域内に設置されている
Hi-net を主とする 380 観測点のうち、解析で使用する 1877 地震を 200 以上観測している





































図３ 1 次元速度構造解析と震源再決定における初期値と解析で得られた値。（左）1 次元
速度構造。（右）震源分布。 
 

































(b) MeSO-net[地中]と K-NET 及び KiK-net[地表]の比較 
HM:藤本・翠川(2006)の最大速度に対する関係 
図４ 得られた相対増幅率と J-SHIS による平均 S 波速度(AVS30)との比較 
log[AVS30](m/s) log[AVS30](m/s) 相対増幅率  相対増幅率  
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2) 関東地方直下 100km 深までの地震活動を解析・予測するために、CSEP 日本で予測を
試行中の２次元階層的時空間 ETAS（HIST- ETAS）モデルを拡張し、さらに東北沖地震の
影響を考慮した、経度 x 緯度 y 深さ z および時刻 t における地震活動度に関する 3 次元空








K = 。 黒小円は 1926 年からの M4 以上の地震で、白丸は






















4) 平成 29 年度に開発した地震動イメージングモジュールのプロトタイプについて、MeSO-
net データに基づく動作検証テストを実施した。具体的には，平成 24～28 年の期間に関東
近郊で発生した最大震度 4 以上の地震 9 イベントを対象とし、東京都心部 16 カ所の MeSO-
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所属機関 役職 氏名 
神奈川県温泉地学研究所 所長 加藤照之 
神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 本多 亮 
神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 原田昌武 
神奈川県温泉地学研究所 主任研究員 行竹洋平 
神奈川県温泉地学研究所 技師 道家涼介 
神奈川県温泉地学研究所 技師 安部祐希 


















新たに用いて、神奈川県東部とその周辺におけるデータの補完を試みた。2008 年 4 月から
2017 年 3 月までの期間に MeSO-net の観測点で得られた遠地地震（震央距離 30˚–90˚、
M6 以上）の波形を用いて RF を作成した。新たに作成した RF を深さ変換し昨年度作成
した RF と合わせて空間的に平均することで RF 振幅の断面図を作成した（図２左）。
MeSO-net のデータの追加により、解析領域東部における観測点密度が向上し、不連続面
を検出できる範囲が広がったことがわかる。断面図(A),(B)では、東経 139.5˚–140.0˚でも、







一方で、解析領域東部の RF を一つ一つ見ると、通常であれば 0 秒付近に大きく現れる直
達 P 波に対応するピークが見られず、これらの RF は特殊な波形を有することがわかる。
このように 0 秒付近の振幅が小さくなることは、厚くて低速度な表層の影響であることが
考えられる。そこで、全国標準モデルである J-SHIS 深部基盤モデルをもとに RF を合成













それをもとに合成した RF を同じ緑色の線で示している。青色の線は、その 1 次元構造の
浅部を、J-SHIS モデルに対応させたものであり、それをもとに合成した RF を同様に青色
の線で示している。青の RF を見ると、0 秒付近にピークが立たず、観測 RF が同様の特徴
を持つことが、表層の影響として説明できる。また、緑の RF と青の RF は、それぞれの
時刻で振幅の値が大きく異なる場合があるが、いずれの RF も基盤より深部は同じモデル
により合成されているので、その波形の違いの原因は浅部構造の違いにある。速度モデル
図３ MeSO-net 観測点(E.MNAM と E.GKSM)直下の１次元速度構造（緑線と青
線：それぞれ、地震波トモグラフィで得られたものと、浅部に J-SHIS の深部基盤
モデルを加えたもの）、および理論 RF（緑線、青線）と観測された RF（赤線）。 




内に黒い点線で示した不連続面における、Ps, PpPs, PpSs の到達時刻が 0-7 秒のそれぞれ













５に観測された RF と、図３と同様の構造で計算した RF を示す。この地域には丹沢山地
があり、低速度の表層はほとんど存在せず、よってその影響も RF 上にほとんど現れない。
RF 断面上で顕著なピークの連続が検出されていない(図 2)が、その原因は表層の影響では

















温地研が集約している地震波形に加え、MeSO-net の地震波形を用いて RF を作成し解
析領域東部における波線を増やした結果、速度不連続面の検出が可能な程度に、空間にス
タックされる RF が高密度になった。ただし、解析領域東部は低速度の表層が厚くその影
響が RF に大きく現れるので、この領域の RF の全ての時刻のピークが Ps 変換波に対応す
ることを仮定して深さ変換するのは不適切であることが分かった。 
解析領域中央部（丹沢山地直下）では目立った不連続面が検出されていないが、トモグラ
フィ解析 4)で得られた構造のみを仮定しても、それに加えて J-SHIS の構造を導入しても
この地域の理論 RF は大きく変化せず、表層の影響により深部からの変換波の検出が妨げ
られているとは考えられない。そのため、不連続面が検出されないのは、実際に不連続面
が存在しないことが原因である可能性がある。しかし観測 RF の初動部分が理論 RF に比
較して小さく、その原因が明らかでないため、明瞭な境界がないと断言するには未だ検討
の余地が残る。 




1)弘瀬冬樹, 中島淳一, 長谷川昭：Double-Difference Tomography 法による関東地方の３
次元地震波速度構造およびフィリピン海プレートの形状の推定, 地震, 第 60 巻 , pp.123-
138, 2008. 
2)Nakajima, J., Hirose, F. and Hasegawa, A.: Seismotectonics beneath the Tokyo 
metropolitan area, Japan: Effect of slab-slab contact and overlap on seismicity, J. 
Geophys. Res., Vol.114, B08309, 2009. 
3)Hirose, F., Nakajima, J. and Hasegawa, A.: Three-dimensional seismic velocity 
structure and configuration of the Philippine Sea Slab in southwestern Japan 
図５ NYMKH と NMTDH 直下の１次元速度構造と RF。色は図３と同じ。 
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estimated by double-difference tomography, J. Geophys. Res., Vol. 113, B09315, 2008. 
4)Matsubara, M. and Obara, K.: The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake 
related to a strong velocity gradient with the Pacific plate, Earth Planets Space, 63, 
pp.663-667, 2011. 
5)Arai, R., Iwasaki, T., Sato, H., Abe, S. and Hirata, N.: Contrasting subduction 
structures within the Philippine Sea plate: Hydrous oceanic crust and anhydrous 
































































































を 2 回開催した。 
 
【第 1 回】 
・日時：2018 年 7 月 24 日（金）13：30～16：40 
・場所：温泉地学研究所 
・出席者： 
東京大学地震研究所                     平田 直 
東京大学地震研究所                     酒井 慎一 
東京大学地震研究所                     鶴岡 弘 
東京大学地震研究所                     長尾 大道 
東京大学地震研究所                     尾形 良彦 
東京大学地震研究所                     中村 亮一 
東京大学地震研究所                     熊澤 貴雄 
株式会社 東芝                       佐方 連 
温泉地学研究所                       本多 亮 
温泉地学研究所                       行竹 洋平 
温泉地学研究所                       安部 祐希 
温泉地学研究所                       道家 涼介 
大阪大学                          森川 耕輔 
防災科学技術研究所                     青井 真 
防災科学技術研究所                     東 宏樹 
防災科学技術研究所                     木村 武志 
防災科学技術研究所                     上野 友岳 
防災科学技術研究所                     木村 尚紀 
防災科学技術研究所                     松原 誠 
防災科学技術研究所                     武田 哲也 
防災科学技術研究所                     古屋 貴司 
文部科学省                         山田 豊 
 
・議事次第 
13：30      開会 
13：30-13：45  PJ 全体概要・デ活の状況など 
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                    プロジェクト総括  平田 直 
                    プロジェクト統括  酒井 慎一 
                    プロジェクト統括  青井 真 
     
     13：45-15：30【サブテーマ進捗状況】（各 15 分程度） 
         「官民連携超高密度データ収集」             上野 友岳 
         「マルチデータインテグレーションシステムに関する技術開発」 
                                     木村 武志 
         「MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定」     先名 重樹 
         「スマホ地震計の設置に関する開発」             東 宏樹 
         「小型地震計の開発」                功刀 卓 
           「MeSO-net 観測点～サテライト観測点群間の揺れデータ 
                         伝送技術の開発」  佐方 連 
         「首都圏の地震活動予測について」          尾形 良彦 
         「三次元 Qs 値スペクトルインバージョンの高度化  
報としての地盤増幅率の評価-」 
                                    中村 亮一 
         「レシーバ関数を用いた神奈川県とその周辺の地殻構造解析」          
                                  安部 祐希 
        15：40-16：25【話題提供】（各 15 分） 
         「余震検出率の誤特定にロバストな推定量の構成に関する検討」 
                                  森川 耕輔 
        「箱根火山深部低周波地震と火山活動との関係」    行竹 洋平  
     「干渉 SAR による箱根火山 2015 年活動に伴う地表面変位」  
                                  道家 涼介 
        16：25-16：40   事務連絡  
        16：40       閉 会  
 
【第 2 回】 
・日時：2018 年 12 月 19 日（水）13：30～17：30 
・場所：東大地震研究所   
・出席者: 
東京大学地震研究所                     平田 直 
東京大学地震研究所                     酒井 慎一 
東京大学地震研究所                     鶴岡 弘 
東京大学地震研究所                     長尾 大道 
東京大学地震研究所                     加藤 愛太郎 
東京大学地震研究所                     中村 亮一 
東京大学地震研究所                     尾形 良彦 
東京大学地震研究所                     熊澤 貴雄 
東京大学地震研究所                     石瀬 素子 
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株式会社 東芝                       佐方 連 
株式会社 東芝                       長久保 咲絵 
温泉地学研究所                       本多 亮 
防災科学技術研究所                     青井 真 
防災科学技術研究所                     東 宏樹 
防災科学技術研究所                     木村 武志 
防災科学技術研究所                     上野 友岳 
防災科学技術研究所                     木村 尚紀 
防災科学技術研究所                     先名 重樹 
防災科学技術研究所                     松原 誠 
防災科学技術研究所                     武田 哲也 
防災科学技術研究所                     川北 優子 
防災科学技術研究所                     古屋 貴司 
東京理科大学                        佐伯 昌之 
     文部科学省                         田中 大和 
     文部科学省                         山田 豊 
 
・議事次第 
13：30     開 会 
13：30-13：45 プロジェクト全体概要・デ活の状況など 
                    プロジェクト総括  平田 直 
                    プロジェクト統括  酒井 慎一 
                    プロジェクト統括  青井 真 
13：45-16：00【サブテーマ進捗状況】 （各 15 分程度） 
       「官民連携超高密度データ収集」            上野 友岳 
       「マルチデータインテグレーションシステムに関する技術開発」 
                                  木村 武志 
       「スマホ地震計の設置に関する開発」          東 宏樹 
       「小型地震計の開発」                 功刀 卓 
       「MeSO-net 観測点～サテライト観測点群間の揺れデータ 
                         伝送技術の開発」 佐方 連 
       「首都圏や伊豆地域における過去/未来の地震像の解明」 
                             酒井 慎一/ 本多 亮 
「MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定」    先名 重樹 
 
     16：00-16：30【話題提供】（各 10 分後議論） 
「首都圏直下の地震活動と予測」             尾形 良彦 
       「関東地方の地震活動異常の解析」           熊澤 貴雄 
     16：30-17：10   総合討論 
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       17：10-17：30   事務連絡  
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②「マルチデータインテグレーションシステムの検討」では、MeSO-net データと      






 引き続き平成 31 年度も、MeSO-net の安定運用やデータ利活用協議会との連携等によ
り首都圏における大量の地震データを収集し、地震直後の首都圏の揺れの様子を超高解像
度で把握可能にするとともに、過去の大地震の揺れの推定や将来の大地震による揺れの予
測等に資するデータ解析手法を検討することで、官民一体の総合的な事業継続や災害対応、
個人の防災行動等に貢献するデータの収集・整備を進めていく。 
 
サブプロジェクト（b）研究統括 酒井慎一、青井真 
